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１．調査企画・準備の流れ 
 （１）企画・準備の必要性・重要性 
 （２）企画・準備段階で達成すべき事項 
 

２．各段階での検討内容と留意事項 
 （１）計画課題の設定 
 （２）計画課題を踏まえた調査企画（実査体系等） 
 （３）既存調査データ活用方策検討 
 （４）調査対象圏域の設定 
 （５）調査設計（交通実態調査・補完調査・付帯調査） 
 （６）全体スケジュール・検討体制 
 （７）ＰＲや関係者の意見聴取 
 （８）実態調査に向けた準備 

講習内容 

 講習内容 

★実態調査を行うオーソドックスな 
 調査の流れに沿って解説 
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１．調査企画・準備の流れ 
（１）企画・準備の必要性・重要性 

○計画課題の多様化 

 ・かつては、道路網の長期計画が中心 

   
 ・近年の交通計画ニーズの多様化 
   ex. 少子・高齢化対応、外国人を含む広域観光対応 
 ・法制度の変化 
   ex．立地適正化計画、公共交通網形成計画  
 ・関連分野での生活行動データ活用ニーズの高まり 
   ex．低炭素まちづくり、健康まちづくり、防災安全性 
○新たな調査手法・データの開発・普及 
○調査実施コスト縮減への要請 

 １．調査企画・準備の流れ 
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 ○ 秋に実態調査を実施するためには、5月頃には  
  準備に入ることが必要。 

  ⇒ 実態調査年度に入ってから、準備を開始   
   したのでは、準備期間が足りない。 
  
 ※近年、ＰＴ調査実施を実施した都市圏では、前年度

に補助調査として事前検討を行っている例が多い。 
    

 １．調査企画・準備の流れ 

前年度の企画準備調査 （実態調査を行う場合） 
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（２）企画・準備段階で達成すべき事項 

＜計画課題＞ 
  ① 計画課題の設定 

＜計画課題に対応した調査の企画・設計＞ 
  ② 計画課題を踏まえた調査企画（調査の全体構成、実態調査体系） 

  ③ 既存調査データ活用方策検討 

  ④ 調査対象圏域の設定 

  ⑤ 調査設計（交通実態調査・補完調査・付帯調査） 

  ⑥ 全体スケジュール・検討体制 

  ⑦ ＰＲや関係者の意見聴取 

＜PT調査実施の事務的事項の準備＞ 
  ⑧ 実態調査に向けた準備 

 １．調査企画・準備の流れ 

★実態調査を行うオーソドックスな 
 調査の場合 

copyright 計量計画研究所 



6 

（２）企画・準備段階で達成すべき事項 

＜計画課題＞ 
  ① 計画課題の設定 

＜計画課題に対応した調査の企画・設計＞ 
  ② 計画課題を踏まえた調査企画（調査の全体方針、実態調査体系） 

  ③ 既存調査データ活用方策検討 

  ④ 調査対象圏域の設定 

  ⑤ 調査設計（交通実態調査・補完調査・付帯調査） 

  ⑥ 全体スケジュール・検討体制 

  ⑦ ＰＲや関係者の意見聴取 

＜PT調査実施の事務的事項の準備＞ 
  ⑧ 実態調査に向けた準備 

 １．調査企画・準備の流れ 

★実態調査を行わない検討の場合 

＊実査がなく、課題も限定的 
 なので、検討事項は少ない 

＊実査は行わないため、  
 検討不要 
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●計画課題 
 ○都市交通マスタープラン 
   －都市構造と交通体系の提案及び総合的な施策展開 
  

 ○都市交通戦略 
    －交通施策実施プログラム（実施主体、スケジュール、PDCA等） 
  

 ○個別の計画課題（例）  

  ・立地適正化計画の基礎となる都市構造誘導、交通施策提案 

  ・公共交通網形成計画の基礎となる公共交通計画   

  ・基幹的な公共交通（LRT、BRT、基幹バス等）の計画 

  ・都市計画道路の見直し 

  ・中心市街地活性化のための交通計画 

  ・観光振興のための交通計画 

  ・高齢者の移動支援、子育て層の移動支援のための交通計画    

２．各段階での検討内容と留意事項 
（１）計画課題の設定 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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 計画課題とＰＴ調査の位置づけ ＊沖縄本島中南部ＰＴ 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

都市交通に関する計画課題、取り組むべき施策等 
◆戦略的公共交通体系の構築 
骨格的道路ﾈｯﾄﾜｰｸの整備，BRTやLRTな
どの新公共交通システムの展開プラン，
モノレールの延長,延伸 等 
BRT:バス高速輸送、LRT：新型路面電車 

◆観光振興・ 
  地域活性化型交通システムの立案 
観光地の魅力，快適性，周遊性を向上す
る各種交通ネットワーク整備やモビリテ
ィの質的向上策 等 

◆道路空間の有効活用方策の推進 

ｸﾞﾘｰﾝﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾗﾝ（歩きやすい環境整
備）、ｽﾑｰｽﾞ交差点ﾌﾟﾗﾝ（公共交通、歩
行者横断優先構造） 等 

①北部圏域との連携        ②公共交通の支援方策    
③住民参加            ④マスタープログラム・実行方策  
⑤推進・モニタリング体制 等 

計画検討上の課題 

◆実践型交通施策の推進 
公共交通の利用促進や自動車交通の適正
化などを可能とする実践型ＴＤＭ施策の
展開プラン 等 
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 ２．各段階での検討内容と留意事項  都市交通マスタープラン 
（将来交通計画）          ＊沖縄本島中南部ＰＴ 

公共交通の再構築として、
バス高速輸送システム、
モノレールの延長を提案 道路空間の有効活

用としてグリーン
ネットワーク、ス
ムーズ交差点プラ
ンなどを提案 

実践型ＴＤＭの展開プランとして、パーク＆
ライド、結節点の整備などの施策を提案 

観光振興型交通プランとして、 
観光交通の結節点やリゾート型 
公共交通などを提案 

copyright 計量計画研究所 



 

 
PDCA サイクル 

 
による施策展開 

■実施計画の作成 

○実施手順・時期・主体を具体的に決定 

○効果目標・効果把握手法等を決定 

○施策の評価（検証）・見直し時期の設定 

 環境首都総合交通戦略の進捗管理  

■施策の展開（実施） 

○広報活動 

○管理・運営 

 

■施策の評価（検証） 

○利用状況、利用者満足度等の把握 

○効果目標達成状況の把握・公表 

 

■計画の見直し（改善） 

○問題点の把握 

○改善策の検討 

 

Plan 

D o 

Check 

Action 

【進捗管理】 

都市地域総合交通戦略 
【実施施策とスケジュール】 

事例）北九州市環境首都総合交通戦略 

10 
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      ①調査の全体構成：どのレベルの調査にするか 
  Ａ：マスタープランや多くの施策検討が必要な場合 

     または、精度の高い交通量予測が必要な場合 

    ○予算確保可能⇒オーソドックスなフルセットの調査 

           （通常のＰＴ調査＋必要な付帯調査） 
  

  B : 特定の計画・施策のみの検討が必要 
    ⇒ 簡易調査検討 

     （小規模PT調査、地域限定PT調査、付帯調査のみ等）           ②実態調査体系 
  
  ○計画課題に対応した付帯調査設定、既存データ活用 等 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

（２）計画課題を踏まえた調査企画 

copyright 計量計画研究所 
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③実態調査手法の設定 
 ○手法により、費用、必要な準備が異なるため、定める必要有 

   ※ 訪問調査か郵送調査か、ＷＥＢ回収を併用するか？ 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

＜ ＞
 訪問留置・訪問回収 

○調査対象世帯で
　調査票を記入

調査員

調査対象世帯

調査員が調査票を配布

調査員が調査票を回収

＜ ＞
 郵送配布・郵送回収 

調査票を郵送

調査票を郵送

○調査対象世帯で
　調査票を記入

調査主体・実施本部

調査対象世帯
秘

＜
ＷＥ

Ｂ ＞
    回収 

調査員が調査票を配布

ＷＥ
Ｂ

○   上で
　調査票を記入

調査対象世帯

調査員

調査票を郵送

もしくは

調査主体・実施本部

調査主体・実施本部

copyright 計量計画研究所 
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調査体系の例：沖縄本島中南部都市圏 （その１） 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

copyright 計量計画研究所 
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調査体系の例：沖縄本島中南部都市圏 （その２） 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

トリップ調査トリップ調査

生活行動調査生活行動調査

ＴＤＭ意向調査ＴＤＭ意向調査

選好意識調査選好意識調査
新たな公共交通システ
ムの評価に活用

マーケットに応じた実践
的なＴＤＭ施策の立案
に活用

交通行動データに基づ
き、交通計画の立案に
活用

住民の要求に応じた地
域交通計画の立案に
活用

本
体
調
査

付
帯
調
査

調査目的

調査対象：５才以上

調査対象：15才以上

調査対象：自動車通勤者

H18年10月,11月 平日1日

家庭訪問・Ｗeb調査

約3.2万世帯 回収率60%想定

調査時期、方法、規模

H18年10月,11月

家庭訪問・Ｗeb調査

約1.6万世帯

H18年10月,11月

家庭訪問・Ｗeb調査

約1.6万世帯

観光周遊ニーズ調査観光周遊ニーズ調査
観光周遊を支援する交
通計画の立案に活用

調査対象:那覇空港利用の観光客

H18年8月,11月

空港配布、郵送回収

約3千人 回収40%想定

H19年春予定

面接・集会方式

約480ｻﾝﾌﾟﾙ

観光ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾊﾟｰｿﾝ調査観光ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾊﾟｰｿﾝ調査
観光周遊の向上、モビ
リティの質的向上策の
立案に活用

調査対象：観光客,ﾚﾝﾀｶｰ利用者

H18年10月

ＧＰＳ携帯（30台）調査

約200ｻﾝﾌﾟﾙ

copyright 計量計画研究所 
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＜有効活用可能な主な既存データ＞ 

（３）既存調査データ活用の検討 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

① 交通統計調査（道路センサス／大都市交通センサス等） 

② 警察等が保有する観測交通量、旅行時間、渋滞状況 

③ プローブカーによる旅行速度データ 

④ 交通事業者の駅間・バス停間の利用者数(ICｶｰﾄﾞﾃﾞｰﾀ等） 

⑤ 民間企業が提供・販売する人の滞留・流動データ 

  ｅｘ．携帯電話の位置情報に基づく滞留人口データ 

  

 ⇒ビッグデータ等の実態と活用方法は、講習６を参照 

  （上記③・④・⑤が該当） 
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①日常的な生活圏域として必要十分な範囲 
  ＜考慮すべき具体的な視点＞ 
   ・中心都市からの通勤・通学圏域 
   ・商圏等の地域間のつながり 
   ・自然条件、行政界 
 
②計画課題・施策を検討する上で必要十分な範囲 
 

③上記の要素と調査コストとのバランスにも配慮 

（４）調査対象圏域の設定 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

 調査対象圏域は、計画を策定するベースとなる
地域であり、調査費用を決める要素にもなる 

copyright 計量計画研究所 
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① 調査票の構成 
  ○ 調査票は「世帯票」と「個人票」で構成されることが多い 

② 調査項目 

 ○ 交通実態調査（ＰＴ調査）の調査項目は、これまでの 
  経験で、必須の調査項目は明らか 

 ○ 都市圏の課題に応じた追加項目を検討 
   ＜必須項目以外の追加項目の例＞ 
   ・ 高速道路利用有無・利用ＩＣ名⇒追加ＩＣの検討 
   ・ 移動困難の状況（支障なく歩ける距離等） 
       ⇒移動困難者の数や交通実態・課題把握 
 ※対象者負担減等のため、必要十分に絞り込むのは当然  
 

（５）調査設計   
 １）交通実態調査 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

copyright 計量計画研究所 
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調査票の例（世帯票：茨城県北臨海都市圏） 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

copyright 計量計画研究所 
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調査票の例（個人票：茨城県北臨海都市圏） 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

copyright 計量計画研究所 
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③ 抽出率（標本率）の設定 

 
 
 
 
 
 

○ 標本率：人口に対しサンプルを何％確保するか 
   標本率と調査データの精度との関係式に基づいて、   
  必要な標本率を設定 
  
 
 
 
 
 
○ 抽出率：調査対象者を何％抽出するか 
   抽出率＝標本率／有効回収率 
    ＊訪問調査では、有効回収率は７０～８０％程度 
       （ ６０％を見込む場合もある ） 
    ＊郵送調査では、有効回収率は２０～３０％程度 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

( ) r)/r/N1)・(1(ZKKARSD −−=

RSD(A) 
K     
N 
ZK 
ｒ 

： 相対誤差     ＊20％以内を目標  
： 信頼係数         
： 母数 
： カテゴリー数（ゾーン数×目的分類数×手段分類数） 
： 標本率 

copyright 計量計画研究所 
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● スクリーンライン調査（補正） 
 ＜目的＞  
   ＰＴ調査による自動車ＯＤ表の精度を検証するため、

断面の自動車交通量を把握する。 

 ＜方法＞ 
   都市圏内に河川や鉄道など、そこを通過する自動

車のほぼ全数が把握できる仮想線（スクリーンライン）

を設定し、横切る交通量を観測 
 

● 補完は、自動車交通量について、道路交
通センサスを用いて行われることが多い 

 

２）補正・補完のための調査 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

copyright 計量計画研究所 
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○付帯調査には様々な調査が含まれるので、それぞれの 

 調査の特性に合わせて、調査を設計する。 

  

３）付帯調査 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

＜交通実態調査と同時に実施する調査の例＞ 
  

   ①市民意識調査（交通実態調査と同時に配布）の決定事項 
    ・ 調査票 
    ・ 目標回収サンプル数と配布票数 
   

＜交通実態調査とは別に実施する調査の例＞ 
  ②観光交通計画のための来訪者ヒアリング調査の決定事項   
    ・ 調査箇所（観光地・宿泊施設・駐車場 等） 
    ・ 目標回収サンプル数と調査員配置案 
    ・ 調査票 
    ・ 調査方法（郵送か、聞き取りか） 
 copyright 計量計画研究所 



  近年実施された付帯調査（2000年～） 

■調査内容ごとの件数（29都市圏） ○交通実態 
 －目的や手段ごとに詳細に調査  
  する例が多い（公共交通、自 
  動車、通勤、買物、通院） 

○住民意識調査 
 －満足度 
 －住み替え意向 
 －交通サービス 
 －自動車転換可能性 
 －モビリティマネジメント(MM) 

○休日交通 
  －中心市街地の買物が中心 

○観光交通 
 －沖縄中南部ではPP調査を実施 

○冬期交通 
 －旭川、道央都市圏等で実施 
 

4
4
4

3
3
3
3
3

2
2
2

1
1
1
1
1

11
9

8
8

7
5

2
2

1
1

6
7

3

0 5 10 15

生活行動全般

通勤交通

買物交通

公共交通利用

高齢者
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付帯調査設計例：①居住地に関する意識調査 

「通勤交通と居住に関する調査／仙台都市圏(2002年)」 
 

 －住民ニーズからみた都市圏の方向性を検討するため、ライフスタイルと居 

   住地選定の関係性や居住環境に対する満足度を把握することが目的 

調 査 概 要 

調査対象 本体調査の対象世帯 

調査期間 2002年10～11月（交通実態調査と同時） 

サンプル数 約1万世帯 
（本体調査の対象4世帯のうち1世帯に配布） 

調査方法 家庭訪問調査 
24 
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■取得データ 
 
 －転居履歴（転居前の居住地特性、転居時期・期間）、住み替えの理由 

25 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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■取得データ 
 
 －現在の住環境に 
     対する満足度 
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付帯調査設計例 
 ： ②モビリティマネジメントに関する調査 

「交通機関利用状況調査／西遠都市圏（2007年）」 
 
 －モビリティマネジメント施策検討のための基礎データ（どの地域で転換   
  可能性があるか等）を取得することが目的 

調 査 概 要 

調査対象 交通実態調査で追加調査への参加意向が確認
された人（賛同率38%） 

調査期間 2008年2月～3月（実態調査は2007年10月） 
サンプル数 約8000世帯 
調査方法 郵送調査（本体調査は訪問調査） 

27 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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■交通実態調査の調査票 

交通手段 
利用頻度 

自動車 
利用抑制 
意識 

自動車 
からの 
転換 
可能性 

28 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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■取得データ 
 
 －「自動車利用の見直し」 
  を促すチラシとバスマッ 
  プの配布による自動車 
  利用抑制効果を把握。 
  
 －事前・事後の自動 
  車利用頻度や抑制意識 
  に関するデータを取得。 

 

事前 事後 事前 事後 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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「観光交通行動（ＰＰ）調査／沖縄中南部都市圏
（2006年）」 
 
 －交通渋滞等の問題解決に向けた施策や計画検討のための観光客の交通 
   行動データを収集することが目的 

調 査 概 要 
調査対象 沖縄本島 （県外からの旅行者を対象） 
調査期間 ・2006年10月～11月 

サンプル数 ・収集実績：284グループ 
 ※2泊3日以上のグループを中心に調査機器を配布 

調査方法 
・レンタカー会社にて、GPS携帯電話の配布回収 
・調査員による説明5～10分程度 
・協力者へは、2,000円分の商品券を謝礼として贈呈 

30 

付帯調査設計例 
 ： ③観光交通プローブパーソン（ＰＰ）調査 
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■取得データ 
 
 －移動履歴だけでなく、交通手段・移動の目的を収集（ＧＰＳ携帯で回答） 

取得データ 

・移動履歴（時刻、緯度、経度） 
・移動目的 
・移動手段 
・写真撮影箇所、渋滞箇所 等（エントリデータ） 
・被験者属性（グループ形態、人数、年代、過去の沖縄への旅行回数 等） 
・Webアルバムを利用した「調査への協力意向」   
 に関するアンケート 

■データ活用 
 
 －国道利用と高速利用における周遊行動範囲の違い 
 －観光客が渋滞に引っかかる場所・時間帯 
 －観光客の目的地までの「うろつき」行動の把握 
 －観光客の集中する地域・時間帯  など 

31 
copyright 計量計画研究所 



■周遊履歴の例 

32 

１トリップ目 
7：31 出発 

5トリップ目
14：51 出発 
14：32 到着 

4トリップ目
13：54 出発 

 

2トリップ目 
12：35 出発 

8：17 到着 

3トリップ目
13：15 出発 

12：55 到着 

20：05 到着 

6トリップ目
17：45 出発 

17：03 到着 

13：41 到着 

・観光周遊の履歴 
・観光ポイント 
・観光地での滞在時間 
・移動時の混雑箇所 
 等の詳細分析が可能 

資料：沖縄本島中南部都市圏総合都市交通体系調査報
告書／実態調査編 

32 
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■分析結果①：移動軌跡 

2006/10/1 
 ～2006/10/31 

資料：沖縄本島中南部都市圏総合都市
交通体系調査報告書／集計解析編 
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■分析結果②：渋滞箇所 

被験者が渋滞と感じた場所で調査機器
を操作してもらい位置情報を収集 
 

資料：沖縄本島中南部都市圏総合都市
交通体系調査報告書／集計解析編 
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＜回収率：Ｈ17全国都市交通特性調査の例＞ 

４）調査環境悪化への対応策の検討 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

○大都市圏は 
 ４割以下の 
 都市もある 

 
○集合住宅、 
 単身、若年 
 が特に悪い 

20%

40%

60%

80%

100%

1 10 100 1000
都市人口（万人）

世帯
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松戸市

奈良市

堺市

●：三大都市圏中心都市

×：三大都市圏周辺都市近距離
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①ＷＥＢ回収法    

 ・単身世帯・若年者の回答率が高い 

   ※調査実績有 → 都市圏の状況により導入検討 

②粗品・謝礼等 

   ※実施例あるが、効果未確認 → 実験的取組み 

③ていねいな依頼状 

   ex. ＰＴの意義のＰＲ資料、知事の写真・サイン 

④その他 

 ・県市での郵送調査票の受領 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

＜回収率向上方策＞ 
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①回収率向上策 → 回収郵送費、印刷費等削減可能 

 

②郵送配布、郵送回収法 

③粗品・謝礼等 

④自治会、学校や企業などを通じた実態調査 

⑤既存データ活用による実態調査規模の縮小 

  ・道路交通センサスとのデータ統合 

  ・全国ＰＴアドオン調査 
   

   → 実験的取組みが推奨されている 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 

＜コスト削減方策＞ 
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１）全体スケジュール 
  
 ○ 実態調査から分析、予測、計画提案にいたる３ヵ年の

全体スケジュールを作成する。 
  

 ＜留意事項＞ 

  ※ 作業だけでなく、関係機関等との調整に時間を要す 
  ※ 市民等への結果の公表、意見聴取との関係を考慮し

て、スケジュールを組む 

（６）全体スケジュール・検討体制  

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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 ○ さまざまな関係主体に参画を求めて 
      委員会等の組織 を構築 
  
 ○ 調査の実務担当者間で、 
      担当者会議または事務局会議 を構築 
  

 ＜留意事項＞  

 ※ 委員の数や会議開催回数を増やすと会議運営負担
が増し、計画検討に労力を避けない恐れがある 

２）検討体制 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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○ 近年計画策定に関する情報を提供したり、市民等の
意見を聴取して計画に反映する努力が求められている。 

 
○ 取組み事例も多く見られるようになってきている。 

    

     調査結果､交通計画､策定根拠の 

       積極的公表は必須！ 
 
  

（７）ＰＲや関係者の意見聴取 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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＜考えられるＰＲのタイミングと内容＞ 
 ① 実査時  ＝ 調査全体のＰＲ／実査協力要請 
 ② 分析結果 ＝ 都市圏の問題課題の周知・共有化  
 ③ 計画策定 ＝ 計画・施策の周知                 
  

＜ＰＲのツール＞ 
 ① ニューズレター 
 ② ホームページ 
 ③ シンポジウム、講習会の開催 
 ④ 新聞発表    
 ⑤ 県・市広報紙 他 
 

ＰＲの内容と手段 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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＜住民基本台帳データの利用可能性の把握と事前依頼＞ 
 
○ 住民基本台帳の使用にはさまざまな手続きが必要。 
○ 準備が不十分だとスケジュールが遅れ、無駄な費用。                 

○ 全市町村について、前年度、アンケート調査等を実施
して以下の情報を把握、抽出計画を策定する。 

 ＜把握すべき情報＞ 

  ① 台帳使用の手続き・必要書類・手続きの期間 
  ② 電算抽出や電子データでの提供の可否 
  ③ 抽出に要する費用（無料での抽出の条件） 
  ④ 台帳における世帯の並び方   

（８）実態調査に向けた準備 

 ２．各段階での検討内容と留意事項 
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①計画課題の設定 

②計画課題に対応した調査企画（実査体系等） 

③既存調査データ活用方策検討 

④調査対象圏域の設定 

⑤調査設計（交通実態調査,補正・補完調査,付帯調査） 

⑥全体スケジュール・検討体制 

⑦ＰＲや関係者の意見聴取 

⑧実態調査に向けた準備 
 ※ どの程度の内容で実施するかは、 
   都市圏の実情や予算を加味して、決定すべき 

おわりに 
－ 企画・準備段階で達成すべき事項（再掲）－ 

 おわりに 
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ー企画・準備段階で達成すべき事項ー 

＜計画課題＞ 
  ① 計画課題の設定 

＜計画課題に対応した調査の企画・設計＞ 
  ② 計画課題を踏まえた調査企画（調査の全体方針、実態調査体系） 

  ③ 既存調査データ活用方策検討 

  ④ 調査対象圏域の設定 

  ⑤ 調査設計（交通実態調査,補完・補完調査,付帯調査） 

  ⑥ 全体スケジュール・検討体制 

  ⑦ ＰＲや関係者の意見聴取 

＜PT調査実施の事務的事項の準備＞ 
  ⑧ 実態調査に向けた準備 

★実態調査を行わない検討の場合（再掲） 

＊実査がなく、課題も限定的 
 なので、検討事項は少ない 

＊実査は行わないため、  
 検討不要 
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